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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社グループは、「人、社会、そして地球の心地よさがずっと続いていくこと」をKAITEKIと表し、KAITEKI実現をビジョンに掲げ、企業活動を通じ
て、環境・社会課題の解決にとどまらず、社会そして地球の持続可能な発展に貢献することをめざしています。

　当社は、KAITEKI実現に向けて、経営の健全性と効率性の双方を高める体制を整備し、適切な情報開示とステークホルダーとの対話を通じて経
営の透明性を向上させ、より良いコーポレートガバナンス体制の確立に努めてまいります。

　なお、取締役会の役割、構成、選任基準等のコーポレートガバナンスに関する基本的な方針については、当社ホームページ掲載の「三菱ケミカ
ルホールディングス・コーポレートガバナンス基本方針」（以下、「コーポレートガバナンス基本方針」といいます。）をご参照ください。

（https://www.mitsubishichem-hd.co.jp/group/governance/policy.html）

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

　当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則について、すべてを実施しています。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

以下で使用する用語の定義は、次のとおりです。

・経営陣幹部：執行役

・役員：取締役及び執行役

〈原則１－４ 政策保有株式〉

　政策保有株式については、中長期的な企業価値向上に資する場合に取得・保有することとしています。また、その保有意義について、当社の取
締役会で定期的に検証を行い、保有意義が乏しい株式については、市場への影響等に配慮しつつ売却を進めることとしています。

　当社は、2020年９月25日の取締役会にて、2020年３月末における当社グループの全ての政策保有株式について、ROICにもとづいた経済合理
性、及び事業上の必要性等の観点から保有意義を検証しました。検証の結果、一部の株式については、保有意義が乏しいことを確認しました。今
後、市場への影響等に配慮しつつ、当該株式の売却を進めます。

〈原則１－７ 関連当事者間の取引〉

　取締役及び執行役並びにそれらの近親者等との取引については、取締役本人への確認手続きも含めた取引の有無に関する調査を実施してい
ます。また、取締役又は執行役との競業取引や利益相反取引については、取締役会決議事項として、取締役会が取引の妥当性を確認していま
す。

なお、当社は、総株主の議決権の10％以上を保有する株主は存在しません。

〈原則２－６ 企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮〉

　当社グループの主要な事業会社である三菱ケミカル株式会社は、企業年金がアセットオーナーとして期待される機能を発揮できるよう、厚生労
働省公表の「確定給付企業年金に係る資産運用関係者の役割及び責任に関するガイドライン」に基づいた取り組みを行っています。

　具体的には、年金資産運用方針の策定、年金資産管理委員会の設置、政策的資産構成割合の策定、運用受託機関に対する定量及び定性的
な総合評価を実施しています。また、運用コンサルタントとも連携し、適切な運営を図るための取り組みを行っています。

〈原則３－１ 情報開示の充実〉

（会社の目指すところ）

　当社グループは、企業活動を通じて、KAITEKIを実現することをめざしています。KAITEKIとは「人、社会、そして地球の心地よさがずっと続いてい
くこと」を表した当社独自のコンセプトであり、当社グループは、KAITEKI実現のため、資本の効率性の追求、革新的な技術の創出、そして人・社
会・地球の持続性の向上を経営の指標とし、これら３つの経営軸に時間の要素を加味して企業価値を高めていくという「KAITEKI経営」を実践して
います。

　詳細については、当社ホームページのKAITEKI経営をご参照ください。

（https://www.mitsubishichem-hd.co.jp/kaiteki_management）

（経営計画）

　当社は、2021年2月に2021年度からスタートする中期経営計画「APTSIS 25」 Step 1を策定しました。新型コロナウイルス感染症による影響につ

いては、依然不透明な状況が続いており、こうした認識のもと、「APTSIS 25」の対象期間である2021年度からの５年間をウィズコロナのStep 1とア

フターコロナのStep 2の２段階に分け、Step 1（対象期間：2021年度～2022年度）における主要施策を策定しました。Step 2（対象期間：2023年度～

2025年度）の計画については、2022年度に策定する予定です。

　詳細については、当社ホームページの中期経営計画をご参照ください。

（https://www.mitsubishichem-hd.co.jp/ir/pdf/01031/01178.pdf）

（コーポレートガバナンス全般についての考え方）

　コーポレートガバナンス全般についての考え方は、当社ホームページ掲載のコーポレートガバナンス基本方針をご参照ください。

（https://www.mitsubishichem-hd.co.jp/group/governance/policy.html）



（経営陣幹部・取締役の報酬の決定にあたっての方針、手続）

（コーポレートガバナンス基本方針「経営の健全性と効率性を高める体制の整備」３（３）及び「経営の透明性の向上」５）

　報酬委員会が、取締役、執行役及び事業会社社長（上場子会社を除く）の個人別の報酬を決定します。

　また、経営陣幹部・取締役の報酬の決定にあたっての方針は、後記「報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」のとおりです。

　

（経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名にあたっての方針、手続）

（コーポレートガバナンス基本方針「経営の健全性と効率性を高める体制の整備」３（１）及び「経営の透明性の向上」４）

　指名委員会が、取締役、執行役及び事業会社社長（上場子会社を除く）の候補を指名します。

　また、経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名にあたっての方針は、本報告書末の「経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名の方針」に記
載のとおりです。

〈役員の選任理由〉

　現在の取締役の選任理由及び現在の執行役の選任理由については、本報告書末の「取締役の選任理由」及び「執行役の選任理由」に記載のと
おりです。

（補充原則４－１－１ 取締役会から経営陣への委任の範囲〉

　当社は、法定の取締役会決議事項及び当社グループの経営管理上、重要な事項を除き、全ての業務執行の決定を執行役に委任しています。

〈原則４－９ 社外取締役の独立性判断基準〉

（コーポレートガバナンス基本方針 別添資料２）

　社外取締役の独立性の判断基準は、後記「その他独立役員に関する事項」のとおりです。

〈補充原則４－１１－１ 取締役会の構成についての考え方〉

（コーポレートガバナンス基本方針「経営の健全性と効率性を高める体制の整備」２（２））

　当社グループの経営の基本方針を策定し、適切に経営を監督するため、経営経験、財務・会計、科学技術・ＩＴ・生産、リスクマネジメント、事業戦
略・マーケティング、法務・法規制等、国際性・多様性の各項目の観点で高度な専門的知識と高い見識を有する取締役を選任します。

　また、取締役会の監督機能の強化を図るため、取締役の過半数は執行役を兼任しません。

　なお、上記に関するスキル・マトリックスについては、株主総会招集通知をご参照ください。

　（https://www.mitsubishichem-hd.co.jp/ir/pdf/01073/01231.pdf）

〈補充原則４－１１－２ 取締役の兼任状況〉

　取締役の他の上場会社役員等の兼任状況については、株主総会招集通知をご参照ください。

（https://www.mitsubishichem-hd.co.jp/ir/pdf/01073/01231.pdf）

〈補充原則４－１１－３　取締役会の実効性についての分析・評価〉

・取締役会の実効性評価の実施

　当社は、コーポレートガバナンス基本方針において、取締役会は毎年その実効性を評価し、結果の概要を開示すると定めています。

・評価方法・プロセス

　2020年度は、第三者機関により、取締役会、執行役会議及び指名・監査・報酬の各委員会の議事録の閲覧、取締役会議長を含む全取締役を対
象としたアンケート調査（各項目を５段階で評価するほか、コメントを記載する形式）及び取締役１人当たり約１時間のインタビューを実施し、これら
を受けた第三者機関の専門的知見に基づく評価を実施しました。この結果に基づき、今後の課題・取り組み内容について取締役会において議論
し、これらを踏まえ、取締役会議長が今後の課題・取り組み内容を取締役会に報告しました。

・評価結果の概要

第三者機関による取締役会の実効性評価結果の概要は以下のとおりです。

ⅰ）取締役会の実効性は、指名委員会等設置会社の機関設計を採用する等、形式面では確保されているものの、実質面では幾つかの重要な課
題が存在することが明らかになった。

　・多数の取締役から、持株会社取締役会としての実効性が十分確保されていない状況が指摘され、取締役会の役割を明確化の上、アジェンダを
見直す必要性が指摘された。

ⅱ）昨年度指摘事項への対応は、改善した項目がある一方で、持株会社の役割議論・取締役会資料の事前送付などにつき、社外取締役から厳し
い指摘がなされ、課題への対応が未だ十分ではないものがあることが判明した。

ⅲ）当社の企業価値向上を外部から招聘した新社長に託す上で、その監督を担う取締役会の実効性向上は極めて重要かつ喫緊の課題であるた
め、以下の４つの課題への対応が期待される。

　・取締役会の役割再定義とアジェンダ見直し

　・取締役のリーダーシップ発揮

　・取締役会構成の見直し

　・指名機能の更なる強化

　上記の評価結果及び取締役会における議論も踏まえ、取締役会の役割とアジェンダの見直し、取締役会構成の見直し及び指名機能の更なる強
化を課題として取り組むことといたしました。

詳細につきましては、本報告書末尾の「2020年度 当社取締役会の実効性評価結果の概要について」をご参照ください。

〈補充原則４－１４－２ 取締役のトレーニングの方針〉

（コーポレートガバナンス基本方針「経営の健全性と効率性を高める体制の整備」４（１））　

　社外取締役に対し、継続的に当社グループの事業内容、組織等について説明するとともに、定期的に国内外の事業拠点の視察や経営陣との対
話の機会を提供しています。

　また、社内の取締役に対しては、コンプライアンス、内部統制の研修に加え、外部団体が主催するセミナー等への積極的な参画など、取締役に
ふさわしい資質を磨く機会を適宜提供しています。

〈原則５－１ 株主との対話に関する方針〉

（コーポレートガバナンス基本方針　別添資料１）

　当社は、株主、顧客をはじめとするステークホルダーと、様々な機会を通じて、積極的かつ建設的に対話し、KAITEKI 実現に向け、課題や目標を

共有し、協働することを目指しています。また、株主との対話に関する方針は、以下のとおりです。

（株主との対話に関する方針）



　株主に当社を信頼いただき、長期に株式を保有いただけるよう、適切な情報開示に努めるとともに、積極的に対話を行い、それを企業活動に活
かしていきます。

　株主への情報開示、対話については、社長、ＩＲ担当役員及び法務担当役員のもと、関係各部署が連携のうえ、取り組むこととしており、対話で
のご意見については、取締役会で報告する等、経営陣で共有しています。

２．資本構成

外国人株式保有比率 20%以上30%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 126,730,500 8.90

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 82,100,900 5.77

明治安田生命保険相互会社 64,388,743 4.52

日本生命保険相互会社 42,509,094 2.99

株式会社日本カストディ銀行（信託口７） 26,245,900 1.84

株式会社日本カストディ銀行（信託口４） 23,652,000 1.66

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 20,552,904 1.44

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮＫ　ＷＥＳＴ　ＣＬＩＥＮＴ　－　ＴＲＥＡＴＹ　５０５２３４ 20,297,909 1.43

株式会社日本カストディ銀行（信託口５） 20,074,700 1.41

太陽生命保険株式会社 18,838,372 1.32

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

以下のとおり、大量保有報告書（変更報告書を含む。）が公衆の縦覧に供されておりますが、2021年３月31日現在における実質所有株式数の確
認ができませんので、上記の大株主（上記10位）には含めておりません。

氏名又は名称

公衆の縦覧に供された日

所有株式数（発行済株式総数に対する所有数の割合）

株式会社 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ

2020年６月15日

104,036,458株（6.91％）

野村證券株式会社

2020年10月22日

101,814,722株（6.42％）

三井住友信託銀行株式会社

2020年11月６日

96,836,403株（6.43％）

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3月

業種 化学

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1兆円以上

直前事業年度末における連結子会社数 300社以上

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針



―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

　当社は、「人、社会、そして地球の心地よさがずっと続いていくことをめざし、Sustainability、Health、Comfortを価値基準として、グローバルにイノ
ベーション力を結集し、ソリューションを提供していきます。」という企業理念の下、 当社グループのポートフォリオマネジメント、財務戦略、コーポ

レートガバナンス、グループ力の強化、及びブランディングマネジメントを円滑かつ効率的に行い、その総合力を発揮することにより、当社グループ
全体の企業価値の最大化に努めています。

　また、当社は、企業活動の基盤が社会からの信頼にあることを深く自覚し、グループ経営を展開するにあたっては、コンプライアンスの確保など
社会的ルールを遵守するとともに、良き企業市民として社会の要請に誠実に応え、企業としての社会的責任を果たすべく、当社グループ全体のガ
バナンスの強化を図っています。

　当社連結子会社のうち、日本酸素ホールディングス株式会社（以下「NSHD」といいます。）は、東京証券取引所に上場しています。NSHDは、当
社グループの主要な事業である産業ガスセグメントを支える上場子会社であり、日本、米国、欧州、アジア・オセアニアの4極体制のもと、同社グ
ループが保有するガス利用技術をグローバルに展開すること等を通して事業規模の更なる拡大と収益力の向上を図っています。当社は、NSHDが
上場を維持し、自主的に経営を行うことが両社の利益にかなうと考えており、また、当社グループ内での連携を密にして同社グループの目的を達
成していくことが、当社グループとしての企業価値の最大化につながるものと考えています。

　なお、NSHDと当社とは、2014年5月13日付で締結した基本合意書（以下「基本合意書」といいます。）において、NSHD株式の上場の維持を合意し
ています。

当社は、当社グループにおける業務の適正を確保するための体制を整備しており、NSHDとの間でもコンプライアンス、リスク管理をはじめとするグ
ループ内部統制方針等を共有しています。

　一方、NSHDと当社とは、基本合意書においてNSHDの経営の自主性を尊重することに合意しており、NSHDでは、取締役会が取締役、監査役の
候補者の指名、CEOその他執行役員の選任及び解任について諮問する、任意の指名・報酬諮問委員会を設けています。この委員会は、社内取
締役2名及び独立社外取締役3名から構成されており、独立社外取締役が委員長に就任しています。これにより経営陣の選任について当社から
の独立性を担保しています。

　さらに、NSHDでは、独立社外取締役3名及び常勤の独立社外監査役2名を選任しており、これらの者が当社と当社以外の株主の利益相反が生
じないよう監督しています。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 指名委員会等設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 20 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長・社長以外の執行役を兼任する取締役

取締役の人数 12名

【社外取締役に関する事項】

社外取締役の人数 5名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

5名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

橋本　孝之 他の会社の出身者 △

程　近智 他の会社の出身者 △

菊池　きよみ 弁護士 ○

山田　辰己 公認会計士 △

政井　貴子 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名

所属委員会
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由指名
委員会

報酬
委員会

監査
委員会



橋本　孝之 ○ ○ 　 ○

当社グループは、橋本孝之氏が過去に業
務執行に関わっていた日本アイ・ビー・エ
ム株式会社及び同社グループとの間に取
引がありますが、2020年度の取引額は、
同社連結売上高及び当社連結売上高の
１%未満と極めて僅少であることから、独立
性に問題はないと判断しています。

橋本孝之氏は、情報システムに関する製品・
サービスを提供するグローバル企業の日本法
人で社長、会長を歴任するなど、会社経営の豊
富な経験とデジタルビジネスに関する高い見識
を有しています。取締役会では、グローバル経
営、事業ポートフォリオ戦略、リスクマネジメント
等に関し有益な提言をいただくとともに、経営
全般を独立かつ公平な立場から監督いただい
ています。また、指名委員長として、経営陣の
サクセッション・プラン及び取締役、執行役等の
候補者の指名について、公正で透明性の高い
決定に主導的な役割を果たしており、特に2020
年度においては次期執行役社長の指名に尽力
されました。これらのことから、当社取締役会に
おける経営の基本方針の策定及び経営に対す
る適切な監督への貢献が期待できるため、社
外取締役に選任しています。

また、同氏は、当社が定める独立性の基準を
満たしており、当社は同氏を株式会社東京証
券取引所の定める独立役員として指定してい
ます。

程　近智 ○ ○ 　 ○

当社グループは、程近智氏が過去に業務
執行に関わっていたアクセンチュア株式会
社及び同社グループとの間に取引があり
ますが、2020年度の取引額は、同社連結
売上高及び当社連結売上高の１%未満と
極めて僅少であることから、独立性に問題
はないと判断しています。

程近智氏は、経営コンサルティング及びITサー
ビスを提供するグローバル企業の日本法人で
社長、会長を歴任するなど、会社経営の豊富な
経験と経営ノウハウに関する高い見識を有して
います。取締役会では、グローバル経営、ポー
トフォリオマネジメント、ESG視点からの企業価
値向上等に関し有益な提言をいただくととも
に、経営全般を独立かつ公平な立場から監督
いただいています。また、報酬委員長として、取
締役及び執行役の報酬制度の設計及び運用
について、公正で透明性の高い決定に主導的
な役割を果たしています。これらのことから、当
社取締役会における経営の基本方針の策定及
び経営に対する適切な監督への貢献が期待で
きるため、社外取締役に選任しています。

また、同氏は、当社が定める独立性の基準を
満たしており、当社は同氏を株式会社東京証
券取引所の定める独立役員として指定してい
ます。

菊池　きよ
み

○ 　 ○ ○

当社グループは、菊池きよみ氏が所属す
るTMI総合法律事務所との間に取引があ
りますが、2020年度の取引額は、同事務
所の収入及び当社連結売上高の１%未満
と極めて僅少であることから、独立性に問
題はない判断しています。

菊池きよみ氏は、企業法務を専門とする弁護
士としての高い見識に加え、金融機関における
勤務など豊富な経験を有しています。取締役会
では、取締役会の役割や責務、リスク評価、グ
ローバルガバナンス等に関し有益な提言をい
ただくとともに、経営全般を独立かつ公平な立
場から監督いただいています。また、指名委員
及び監査委員として、当社のコーポレート・ガバ
ナンスの実効性の確保に貢献いただいていま
す。これらのことから、当社取締役会における
経営の基本方針の策定及び経営に対する適
切な監督への貢献が期待できるため、社外取
締役に選任しています。

また、同氏は、当社が定める独立性の基準を
満たしており、当社は同氏を株式会社東京証
券取引所の定める独立役員として指定してい
ます。

山田　辰己 　 ○ ○ ○

当社グループは、山田辰己氏が過去に業
務執行に関わっていた有限責任あずさ監
査法人との間に取引がありますが、2020
年度の取引額は、同社連結売上高及び当
社連結売上高の１%未満と極めて僅少で
あることから、独立性に問題はないと判断
しています。

山田辰己氏は、公認会計士としての豊富な経
験に加え、国際会計の専門家として高い見識
を有しています。取締役会では、財務・会計、開
示のあり方、市場評価等に関し有益な提言を
いただくとともに、経営全般を独立かつ公平な
立場から監督いただいています。また、監査委
員及び報酬委員として、当社のコーポレート・ガ
バナンスの実効性の確保に貢献いただいてい
ます。これらのことから、当社取締役会におけ
る経営の基本方針の策定及び経営に対する適
切な監督への貢献が期待できるため、社外取
締役に選任しています。また、同氏は、当社が
定める独立性の基準を満たしており、当社は同
氏を株式会社東京証券取引所の定める独立役
員として指定しています。



政井　貴子 ○ 　 ○ ○ ―――

政井貴子氏は、外資系を含む複数の銀行にお
いて、金融商品・サービスを提供する部門や経
済情勢を調査する部門の責任者を歴任し、日
本銀行の政策委員会審議委員を務めるなど、
金融・経済情勢の分析や金融政策の運営に関
する豊富な経験と高い見識を有しています。こ
うした経験や見識を活かして、独立社外取締役
として、主にファイナンスや市場リスクマネジメ
ントの観点から、当社取締役会における経営の
基本方針の策定及び経営に対する適切な監督
への貢献が期待できるため、社外取締役に選
任しています。また、同氏は、当社が定める独
立性の基準を満たしており、当社は同氏を株式
会社東京証券取引所の定める独立役員として
指定しています。

【各種委員会】

各委員会の委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名） 社内取締役（名） 社外取締役（名） 委員長（議長）

指名委員会 5 0 1 4 社外取締役

報酬委員会 4 0 1 3 社外取締役

監査委員会 5 2 2 3 社内取締役

【執行役関係】

執行役の人数 6名

兼任状況

氏名 代表権の有無
取締役との兼任の有無 使用人との

兼任の有無　 指名委員 報酬委員

ジョンマーク・ギルソン あり あり × × なし

池川　喜洋 あり なし × × なし

ラリー・マイスクナー なし なし × × なし

伊達　英文 なし あり × ○ なし

藤原　謙 なし あり ○ × なし

羽深　成樹 なし なし × × なし

【監査体制】

監査委員会の職務を補助すべき取締役
及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の執行役からの独立性に関する事項

　監査委員会の職務を補助する組織として監査委員会事務局を置き、監査委員会の指示のもとその補助にあたらせることにしています。また、監
査委員会事務局に所属する従業員の人事（異動、評価等）及び監査委員会事務局の予算の策定については、監査委員会の承認を得ることにして
います。

監査委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　当社は、EY新日本有限責任監査法人を会計監査人に選任しています。監査委員会は、会計監査人との間において、定期的にそれぞれの監査
施策や監査結果についての情報交換を行うとともに、内部監査部門である監査室及び内部統制推進室と連携して効率的な監査の実施に努める
ことにしています。

　内部監査については、監査室（監査人７名）が年間内部監査計画に基づき、当社の業務監査を実施するとともに、当社傘下の三菱ケミカル株式
会社、田辺三菱製薬株式会社、株式会社生命科学インスティテュート及び日本酸素ホールディングス株式会社（以下「主要子会社」といいます。）
の内部監査部門と連携し、当社グループにおいて適正な内部監査が行われるように体制を整備し運用を行っています。

　また、年間内部監査計画については、監査委員会と事前協議を行ったうえで立案し、社長及び監査委員会の承認を得て策定することとしていま



す。加えて、監査室では、内部監査の実施状況及びその結果を監査委員会に報告するほか、監査委員会の監査及び監査委員会における監査状
況の報告に監査室長が陪席するなど、監査委員会の監査との連携を図っていきます。また、会計監査人との間においても定期的にそれぞれの監
査施策や監査結果についての情報交換を行うなど、連携強化に努めています。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

　当社は、独立役員の資格を満たす社外取締役を全て独立役員に指定しています。

　また、当社は、社外役員の独立性に関して以下のとおり独自の基準を定めており、社外取締役は、以下の基準に該当せず、一般株主と利益相
反の無い公正かつ中立的な立場で当社経営の監督にあたることができる者を選任することとしています。

【社外役員の独立性に関する基準】

（１）当社の関係者

　　①当社グループの業務執行取締役、執行役、執行役員、支配人、従業員、理事、パートナー等（以下「業務執行者」という。）

（２）主要株主

　　　 当社の総議決権数の10％以上を直接若しくは間接に有する者又は法人の業務執行者

（３）主要な取引先

　　①当社並びに三菱ケミカル、田辺三菱製薬、生命科学インスティテュート及び日本酸素ホールディングス（以下「当社グループの主要子会社」と
いう。）を主要な取引先とする法人※１の業務執行者

　　②当社及び当社グループの主要子会社の主要な取引先※２の業務執行者

（４）会計監査人

　　　 当社グループの会計監査人またはその社員等

（５）個人としての取引

　　　 当社及び当社グループの主要子会社から年間1,000万円以上の金銭その他財産上の利益を得ている者

（６）寄付

　　　 当社及び当社グループの主要子会社から年間1,000万円以上の寄付・助成を受けている者又は法人の業務執行者

（７）役員の相互就任

　　　 当社グループの役員・従業員を役員に選任している法人の業務執行者

（８）近親者等

　　①当社グループの重要な業務執行者の配偶者、二親等以内の親族又は生計を同一にする者（以下「近親者」という。）

　　②（３）から（７）に該当する者の近親者

（※１）　当該取引先が直近事業年度における年間連結売上高の２％以上の支払いを当社及び当社グループの主要子会社から受けた場合、

　　　 　 当社を主要な取引先とする法人とする。

（※２）　当社及び当社グループの主要子会社が直近事業年度における年間連結売上高の２％以上の支払いを当該取引先から受けた場合

　　　 　 又は当該取引先が当社グループに対し当社の連結総資産の２％以上の金銭を融資している場合、当該取引先を当社の主要な

　　　 　 取引先とする。

（※３）　（３）から（７）の要件については、過去３年間において、当該要件に該当したことがある場合を含むものとする。

【インセンティブ関係】

取締役・執行役へのインセンティブ付与

に関する施策の実施状況
業績連動報酬制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

　執行役の報酬は、基本報酬（固定報酬）、業績連動報酬として年次賞与及び2021年度から新たに導入したパフォーマンス・シェア・ユニット
（PSU）、並びに譲渡制限付株式報酬（RS）で構成しています。

　その報酬水準及び報酬構成割合については、役位や職責ごとに、国内（ただし、外国人役員については出身地・居住地等人材獲得上考慮すべ
き地域）の売上高や時価総額等が同規模の他企業と報酬水準・業績連動性の比較検証を行い、競争力のある報酬水準及び適切な報酬構成割
合に設定しています。

　2021年度の執行役の標準報酬の構成割合は、次のとおりです。

このうち、業績連動報酬は、年次賞与及び株式報酬のうちPSUが該当します。

執行役社長：基本報酬：年次賞与：株式報酬＝28.6%：28.6%：42.9%

その他執行役：基本報酬：年次賞与：株式報酬＝53%～59%：21%～24%：21%～24%

また、株式報酬における割合は、PSU：RS＝50%：50%です。

※［基本報酬：賞与：株式報酬］の比率について、執行役社長は［1：1：1.5］とし、他の執行役は［1：0.35～0.45：0.35～0.45］の範囲で、上位の役位ほ
ど変動報酬の比率が高くなるように設定することとしています。

年次賞与

　執行役の個人別の賞与の額は、KAITEKI価値評価（当社グループが重視するKAITEKI経営の３つの基軸における、年度ごとの目標達成状況）及
び個人評価（個人別に設定する中期経営計画における取組み目標の達成状況やリーダーシップ発揮状況等）に応じて決定します。

個人別賞与支給額＝役位別の基準額　×　KAITEKI価値評価　×　個人評価

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（０％～200％）　　　（±20％）



［KAITEKI価値評価］

　当社のビジョンであるKAITEKI実現に向けたKAITEKI経営を意識づけるため、KAITEKI経営の３つの基軸（MOS・MOT・MOE）それぞれにおける経
営指標を直接賞与の評価指標として用いることとしています。

KAITEKI価値評価における具体的な評価指標は、毎期、以下を中心に選定することとしています。

KAITEKI経営の基軸 各基軸における経営指標＝賞与評価指標 評価割合

MOS：温室効果ガス等の環境負荷削減、健康・医療への貢献、社会課題への貢献、コンプライアンス、事故・火災の防止等に関わるものとして定
めた指標：20％

MOT：研究開発の効率性、技術の優位性及び社会のニーズとの整合性に関わる指標：10％

MOE：コア営業利益、ROE、ROIC、営業キャッシュ・フロー等に関わる指標：70％

［個人評価］

　執行役社長の目標は、年度開始時点において、執行役社長が宣言する目標について報酬委員会及び指名委員会で審議のうえ決定します。評
価については、年度終了時点において、執行役社長の自己評価を踏まえて報酬委員会及び指名委員会で審議のうえ決定します。

　執行役社長以外の執行役の目標及び評価は、執行役社長と各執行役の面談を経て決定し、報酬委員会で審議・承認することとしています。報
酬委員会は指名委員会と連携し、各執行役の目標及び評価について、その公正性や合理性を確認することとしています。

パフォーマンス・シェア・ユニット（PSU）

　当社は2021年度より、BIP信託を活用した株式報酬制度を廃止し、新たにPSUを導入しました。当社PSUは、サステナブルな企業価値・株主価値
の向上を意識づけるため、原則として毎年、３年間の当社株価成長率等（TSR：株主総利回り）に応じて算定された数の当社普通株式を交付する
ものです。当社PSUにおける、個人別の交付株式数の算定方法は以下のとおりです。 ・交付株式数の算定方法

個人別交付株式数＝役位別の基準株式数×相対TSR評価（0%～200%）

・TSR評価期間

2021年度プランは2021年度～2023年度を、2022年度プランは2022年度～2024年度を、2023年度プランは2023年度～2025年度を評価対象期間と
し、それぞれ最終年度の翌年度に株式を交付します。

・TSR評価区分

当社TSRはインデックスの成長率及びピアグループのTSRと比較評価します。

インデックス成長率比較：評価割合50％、評価方法：JPX日経インデックス400（配当込）の成長率に対する当社TSRの優劣に基づき評価係数を決
定）

　ピアグループTSR比較：評価割合50％、評価方法：ピアグループ（当社と売上高や時価

総額等が同規模の国内外の化学、ヘルスケア企業）における当社TSRの順位に基づき評価係数を決定

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役・執行役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

（個別の執行役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

該当項目に関する補足説明

　2020年度において当社が報酬等を支払った取締役の員数は11名であり、その支払額は総額で256百万円です。

　また、2020年度において当社が報酬等を支払った執行役の員数は７名であり、その支払額は総額で409百万円です。この他、当社の執行役が役
員を兼任する当社の子会社からの報酬等として11百万円あります。また、執行役の報酬等の支払額には、役員報酬BIP信託による業績報酬33百
万円及び譲渡制限付株式報酬62百万円が含まれています。

また、連結報酬等の総額が１億円以上である者については有価証券報告書において個別開示を行っています。

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役と執行役の報酬は別体系とし、以下の考え方に基づき、報酬委員会が決定します。

（取締役報酬の決定に関する基本方針）

・独立かつ客観的な立場から当社の経営を監督・監査するという役割に鑑みて、基本報酬（固定報酬）のみとします。

・当社における取締役の責務を果たすに相応しい人材を確保するため、報酬水準は他社動向や期待する役割・機能等を勘案して決定します。

（執行役報酬の決定に関する基本方針）

・当社グループのビジョンであるKAITEKI 実現に向けたKAITEKI経営の3つの基軸（サステナビリティ（Management of Sustainability（MOS）、イノ

ベーション（Management of Technology（MOT）、経済効率性（Management of Economics（MOE））の一体的実践を強く意識づける報酬制度としま



す。

・短期及び中長期の業績と、サステナブルな企業価値・株主価値の向上を促進するインセンティブとして有効に機能する報酬制度とします。

・当社グループの持続的な成長を牽引する優秀な経営人材の保持・獲得につながる競争力のある報酬水準とします。

・株主、顧客、従業員をはじめとする全てのステークホルダーへの説明責任を果たすことのできる公正かつ合理的な報酬決定プロセスをもって運
用します。

（外部から採用する役員の報酬等の決定に関する基本方針）

・外部から採用する役員の報酬等については、上記基本方針のもとで、出身地・居住地等に鑑みて想定される 人材市場における報酬水準・報酬

慣行等を考慮し、個別に決定することとする。

上記の基本方針に基づき、報酬委員会は、執行役の報酬構成につき、以下のとおり定めています。

・基本報酬：固定の現金による職務の遂行に対する基礎的な報酬で、各執行役の役割や責任の大きさ（役位、代表権の有無等）に応じて設定 ・年

次賞与：短期の業績連動報酬で、役位別の標準額に、毎期のKAITEKI価値評価及び個人評価（中長期経営計画における取組み目標の達成状況
やリーダーシップ発揮状況等）を乗じた金銭を支給

・パフォーマンス・シェア・ユニット：３年間の当社株価成長率等（TSR※）に基づいて株式を交付

※インデックス（JPX日経400）及びピアグループ（グローバルに事業を展開する国内外の化学・ヘルスケア企業）と比較

・譲渡制限付株式報酬：中長期的・持続的な企業価値の創造・向上並びに株主の皆様との価値共有をより一層促進するための報酬。毎期、役位
別に定める基準額相当の譲渡制限付株式を交付し、退任時に譲渡制限を解除

なお、当社は、報酬委員会において個別に審議を行った上で、必要に応じて、その他の臨時的な報酬やベネフィットを活用する場合があります。ま
た、当社は、取締役又は執行役等に重大な不正・違反行為等が発生した場合、報酬委員会の審議を経て、当該取締役、執行役等に対し、執行役
の報酬受益権の没収（マルス）又は報酬の返還（クローバック）を請求する場合があります。

新執行役社長の報酬等のパッケージについて

　新執行役社長であるジョンマーク・ギルソン氏に対して2021年度に適用される報酬及びベネフィットのパッケージの検討にあたっては、同氏のグ
ローバル経営の経験と実績、並びに出身地・居住地等に鑑みて想定される人材市場を考慮し、グローバルに競争力のある報酬制度・水準及びベ
ネフィットの調査・研究を行い、具体的な内容を決定いたしました。

同氏については、当社の役員報酬等の決定に関する方針が他の執行役と同様に適用されますが、同氏に適用される報酬等のうち特筆すべきも
のは以下のとおりです。

ａ．フリンジ・ベネフィット

　同氏には、日本での居住の用に供する社宅（又は住宅手当）及び医療保険等のフリンジ・ベネフィットを提供しています。これらの内容や給付水
準等の決定に際し、報酬委員会は、海外における標準的な慣行を参考としています。

ｂ．セベランス・ペイ（会社都合での契約解除時に支給される特別手当）

　指名委員会の決定に基づき当社がその時点で有効な委任契約を解除する場合、当社は「基本報酬年額と年次賞与の標準額の合計した額」を
上限として、セベランス・ペイを現金で支給することがあります。セベランス・ペイは、対象となる執行役が自らの地位を保全することを目的として、
適切な経営判断を下すことが妨げられないよう、必要最低限の保護を提供することを狙いとしています。セベランス・ペイの支給の要否及びその金
額については、報酬委員会が指名委員会と連携しながら都度審議のうえ決定します。

ｃ．サインオン・ボーナス（就任時の譲渡制限付株式の交付）

　同氏には、通常の報酬パッケージとは別に、就任時に譲渡制限付株式を交付しました。当該譲渡制 限付株式は、就任後の３年間において各事

業年度終了ごとに３分の１ずつ譲渡制限が解除されるものです。譲渡制限が解除される前に同氏が退任した場合、当該未解除部分の受給権は
消滅します（当社が無償取得します）。

【社外取締役のサポート体制】

　取締役会及び各委員会については、それぞれ事務局を設置し、社外取締役を補佐しており、取締役会及び各委員会の開催に際しては、それぞ
れの事務局が事前に資料等を送付するとともに、重要な議案については事前説明を行い、あらかじめ十分な検討ができるようにしています。な
お、監査委員会を補佐する部署として設置している監査委員会事務局には専属の独立したスタッフを配置しています。

　さらに、取締役会及び各委員会のほかにも社外取締役が出席する会議を定期的に開催するなど、社外取締役の監督機能が有効に機能する環
境を整備しています。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

冨澤 龍一　 当社特別顧問
会社を代表しての業界団体等での
社外活動等

【勤務形態】非常勤

【報酬】なし
2012/06/26 定めなし

冨澤 龍一　
三菱ケミカル株
式会社名誉顧
問

会社を代表しての業界団体等での
社外活動等

【勤務形態】非常勤

【報酬】なし
2012/04/01 １年（更新あり）

正野 寛治
三菱ケミカル株
式会社名誉顧
問

会社を代表しての業界団体等での
社外活動等

【勤務形態】非常勤

【報酬】なし
2007/10/03 １年（更新あり）

鎌原 正直
三菱ケミカル株
式会社名誉顧
問

会社を代表しての業界団体等での
社外活動等

【勤務形態】非常勤

【報酬】なし
2016/04/01 １年（更新あり）

石塚 博昭
三菱ケミカル株
式会社名誉顧
問

会社を代表しての業界団体等での
社外活動等

【勤務形態】非常勤

【報酬】あり
2017/04/01 １年（更新あり）



姥貝 卓美
三菱ケミカル株
式会社名誉顧
問

会社を代表しての業界団体等での
社外活動等

【勤務形態】非常勤

【報酬】あり
2017/04/01 １年（更新あり）

越智　仁 当社特別顧問
会社を代表しての業界団体等での
社外活動等

【勤務形態】非常勤

【報酬】あり
2021/06/24 定めなし

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 6 名

その他の事項

・当社及び主要な事業会社である三菱ケミカル株式会社の社長・会長経験者について記載しています。

・当社に相談役制度はありませんが、社内規定に基づき、当社の社長・会長経験者を当社特別顧問とする場合があります。また、三菱ケミカル
株　式会社においては、同社の社内規定に基づき同社の社長・会長経験者のうち、同社が必要と認める者を相談役とし、相談役退任後は同社名
誉　顧問に就任する場合があります。

・特別顧問、名誉顧問及び相談役は、経営のいかなる意思決定にも関与しておりません。

・上記の「元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等」における「社長等退任日」には当社または三菱ケミカル株式会社（合併前の旧
社　を含む）の取締役の退任日を記載しています。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

（１）監督

イ．取締役会（12名（うち女性２名）：社外取締役５名、議長：社内取締役、任期：１年）

　取締役会は、中期経営戦略や年間予算などの経営の基本方針を決定したうえで、その基本方針に基づく業務執行の決定は、法定の取締役会
決議事項を除き、原則として執行役に委任しており、主に執行役の職務の執行を監督しています。

　当社は、機能商品、素材及びヘルスケアの３つの事業分野に及ぶグループの幅広い事業に精通した社内出身の取締役に加え、企業の経営
者、社会・経済情勢や科学技術に関する有識者、公認会計士、弁護士といった経歴をそれぞれ有する５名の社外取締役を選任し、多様な意見を
経営判断に反映させるとともに、監督機能の強化を図っています。

　なお、当社の取締役は20名以内とする旨を定款で定めており、本報告書提出日現在で社外取締役５名を含む12名(うち、執行役兼務者３名)と
なっています。また、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制を構築し、取締役の経営責任とその役割の一層の明確化を図るため、取締役
の任期を１年にしています。

　また、取締役会の独立性向上及び執行と社外取締役との連携強化の観点から、筆頭独立社外取締役を置いています。筆頭独立社外取締役
は、社外取締役の意見を集約し、取締役会議長及び執行役社長と協議を行うとともに、社外取締役のみで構成される会議体を主宰し、その議長
を務めています。

　2020年度は、取締役会を８回開催しました。各取締役の出席状況は以下のとおりです。なお、浦田尚男及び伊藤大義の両氏は2020年６月の取
締役退任までの出席状況を、また、片山博史及び山田辰己の両氏は2020年６月の取締役就任後の出席状況を、それぞれ記載しています。

・小林　喜光　：　８回/８回（100％）

・越智　　仁　 ：　８回/８回（100％）

・伊達　英文　：　８回/８回（100%）

・藤原　　謙　 ：　８回/８回（100%）

・グレン・フレデリクソン：　８回/８回（100％）

・浦田　尚男　：　２回/２回（100％）

・小林　　茂　 ：　８回/８回（100%）

・片山　博史　：　６回/６回（100％）

・伊藤　大義　：　２回/２回（100％）

・國井　秀子　：　８回/８回（100％）

・橋本　孝之　：　８回/８回（100％）

・程　　近智　 ：　８回/８回（100%）

・菊池　きよみ：　８回/８回（100%）

・山田　辰己　：　６回/６回（100％）

ロ．指名委員会（５名（うち女性２名）：社外取締役４名、委員長：社外取締役）

　指名委員会は、当社取締役候補及び執行役の指名に加えて、上場会社を除く主要子会社（三菱ケミカル株式会社、田辺三菱製薬株式会社及び
株式会社生命科学インスティテュート）の社長候補の指名を行います。

　指名委員は、本報告書提出日時点で社外取締役４名を含む５名です。また、指名過程の透明性・公正性を高めるため、委員長は社外取締役が
務めることとしています。

2020年度は、指名委員会を10回開催しました。各取締役の出席状況は以下のとおりです。

・橋本　孝之（委員長）：　10回/10回（100％）

・小林　喜光　　　　 ：　10回/10回（100％）

・國井　秀子　　　　 ：　10回/10回（100％）

・程　　近智　　　　 ：　10回/10回（100％）

・菊池　きよみ　　　 ：　10回/10回（100％）

ハ．監査委員会（５名（うち女性２名）：社外取締役３名、委員長：社内取締役）

　監査委員会は、執行役及び取締役の職務の執行の監査、当社グループの内部統制システムの検証等を担っており、原則として毎月１回開催す
ることとしています。

監査委員は、本報告書提出日時点で社外取締役３名を含む５名です。また、常勤の監査委員を２名選定するとともに、監査委員会と会計監査人、
内部監査を実施する監査室及び内部統制システム整備の方針策定・推進を担う内部統制推進室が緊密に連携するなどして、監査委員会による
監査体制の充実を図っています。

なお、社内各部門との十分な連携を確保し、情報収集を円滑に行うため、委員長は常勤の監査委員である社内取締役が務めることとしています。

2020年度は、監査委員会を13回開催しました。各委員の出席状況は以下のとおりです。

なお、浦田尚男及び伊藤大義の両氏は2020年６月の取締役退任までの出席状況を、また、片山博史及び山田辰己の両氏は2020年６月の取締役



就任後の出席状況を、それぞれ記載しています。

・小林　　茂（委員長）：　13回/13回（100％）

・浦田　尚男　　　　 ：　３回/３回（100％）

・片山　博史　　　　 ：　10回/10回（100％）

・伊藤　大義　　　　 ：　３回/３回（100％）

・國井　秀子　　　　 ：　13回/13回（100％）

・菊池　きよみ　　　 ：　13回/13回（100％）

・山田　辰己　　　　 ：　10回/10回（100%）

ニ．報酬委員会（５名：社外取締役３名、委員長：社外取締役）

　報酬委員会は、当社取締役及び執行役の個人別の報酬額の決定に加え、上場会社を除く主要子会社（三菱ケミカル株式会社、田辺三菱製薬
株式会社及び株式会社生命科学インスティテュート）の社長の報酬額を決定しています。

　報酬委員は、本報告書提出日時点で社外取締役３名を含む５名です。また、決定過程の透明性・公正性を高めるため、委員長は社外取締役が
務めることとしています。

2020年度は、報酬委員会を８回開催しました。各委員の出席状況は以下のとおりです。なお、伊藤大義氏は2020年６月の取締役退任までの出席
状況を、また、山田辰己氏は2020年６月の取締役就任後の出席状況を、それぞれ記載しています。

・程　　近智（委員長）：　 ８回/８回（100%）

・伊達　英文　　　　 ：　 ８回/８回（100%）

・藤原　謙　　　　　 ：　 ８回/８回（100%）

・伊藤　大義　　　　 ：　１回/１回（100％）

・橋本　孝之　　　　 ：　 ８回/８回（100%）

・山田　辰己　　　　 ：　 ７回/７回（100%）

（２）業務執行

イ．執行役

　執行役は、取締役会の定めた経営の基本方針（中期経営計画、年度予算等）に基づく、業務執行の決定及びその執行を担っています。

当社グループの経営における重要事項については、執行役による合議機関である執行役会議で審議のうえ、これを決定し、また、その他の

事項については、各執行役の職務分掌を定めることに加え、担当執行役の決裁権限を明確にすることで、適正かつ効率的な意思決定が

なされるようにしています。

ロ．執行役会議

　執行役会議は、すべての執行役により構成され、当社及び当社グループの経営に関する重要な事項について審議・決定するとともに、

中期経営計画、年度予算等に基づき、当社グループの事業のモニタリングを行っています。

　なお、監査委員及び主要子会社（三菱ケミカル株式会社、田辺三菱製薬株式会社、株式会社生命科学インスティテュート及び日本酸素ホール
ディングス株式会社）の社長は、執行役会議に出席し、自由に意見表明ができることとなっています。

（３）監査

　当社は、EY新日本有限責任監査法人に会計監査業務を委嘱しています。会計監査人は、監査委員会とも緊密な連携を保ち、監査体制、監査計
画、監査実施状況及び監査結果の報告とともに、必要な情報交換、意見交換を行い、効率的かつ効果的な監査の実施に努めることとしています。

　2020年度において会計監査業務を執行した公認会計士の氏名及び監査業務に係る補助者の構成は、以下のとおりです。

　・業務を執行した公認会計士の氏名（継続監査年数）

　 中村和臣（３年）、植木貴幸（３年）、川端孝祐（２年）、岡部誠（１年）

　・会計監査業務に係る補助者の構成

　 公認会計士21名、その他21名

　なお、内部監査の状況については、前記「監査委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況」をご参照ください。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　機能商品、素材及びヘルスケアの３つの事業分野において、グループの総合力を活かした機動的な経営により企業価値を向上させるため、グ
ループ経営管理機能と個別事業経営機能を分離した持株会社体制を選択しています。

　また、経営の透明性・公正性の向上、監督機能の強化及び意思決定の迅速化による経営の機動性の向上を図るため、指名委員会等設置会社
を選択しています。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定
当社は、第16回定時株主総会を、いわゆる第一集中日ではない2021年６月24日に開催し
ました。

電磁的方法による議決権の行使
当社では、電磁的方法（インターネット等）による議決権行使も可能であり、その行使方法
等については、株主総会招集ご通知においてご案内しています。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

議決権電子行使プラットフォームに参加しています。

招集通知（要約）の英文での提供
当社ホームページに英文を掲載するほか、議決権電子行使プラットフォームにおいても提
供しています。

その他

当社では、当社ホームページに招集通知（和文、英文）を掲載するほか、株主総会会場で
は映像や音声を用いて事業の報告や議案の説明を行うなど株主の皆様に理解を深めて
いただくようにしています。また、参加型のバーチャル総会として株主限定でライブ配信を
行うとともに、株主総会終了後は、当社ホームページで株主総会の模様を動画配信して
います。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

個人投資家向けに定期的説明会を開催
個人投資家向け説明会に参加し、事業概況や今後の事業展開等を説明して
います。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

代表者、担当役員等により以下の説明会等を開催しています。

・四半期決算及び期末決算におけるネットカンファレンス

・事業説明会等

・個別説明

あり

IR資料のホームページ掲載 各種資料（日・英）をホームページに掲載しています。

IRに関する部署（担当者）の設置
ＩＲ担当役員及びＩＲ担当部署（コーポレートコミュニケーション室）を設置してい
ます。

その他
株主通信「WE WILL」や統合報告書「KAITEKIレポート」を発行し、ホームページ

に掲載しています。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

　三菱ケミカルホールディングスグループ企業行動憲章によりステークホルダーの立場尊
重について規定しています。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
　グループ理念の実践が三菱ケミカルホールディングスグループのCSRであるとの認識の
もと、当社及びグループ各社においてレスポンシブル・ケア（RC）活動をはじめとするCSR
活動を実施しています。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

　三菱ケミカルホールディングスグループ企業行動憲章において、適切な情報開示、透明
性の確保について規定しています。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、取締役会において決議した内部統制システムに関する基本方針に基づいて内部統制システムの強化・徹底を図っており、毎期末に取
締役会で当該基本方針の運用状況を検証するとともに、必要に応じてその内容の見直しを行うこととしています。本報告書提出日現在における当
該基本方針の内容は以下のとおりです。

1. 監査委員会の職務の執行のために必要な体制

（1） 監査委員会の職務を補助する組織として監査委員会事務局を置き、監査委員会の指示のもと監査の補助にあたらせる。監査委員会事務局

に所属する従業員の人事（異動、評価等）及び監査委員会事務局の予算の策定については、監査委員会の承認を得る。

（2） 取締役、執行役及び従業員は、監査委員会監査基準等に従い、当社及び当社を会社法上の親会社とする企業集団（以下「当社グループ」と

いう。）における経営上の重要事項（会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実及び不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実
を含む。）を監査委員会に報告する。

（3） 監査委員会に報告した当社グループの取締役、執行役、監査役及び従業員に対して、その報告を理由として不利益な取扱いをしない旨を定

める。

（4） 監査委員会又は監査委員が支出した費用のうち、その職務の執行に要するとみなすのが相当な費用については、当社が負担する。

（5） その他監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するため、常勤監査委員を置くとともに、監査委員会と社長をはじめとする執行部門

との定期的な会合、監査委員会と内部監査部門との連携、情報交換等を行う。

2. 執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（1） 取締役会は、当社グループのポートフォリオ・マネジメントに重大な影響を与える事項及び法定の取締役会決議事項（経営の基本方針等）を

除き、原則として業務執行の決定をすべて執行役に委任することで、執行役による迅速な意思決定を可能とする。

（2） 執行役に委任された業務執行の決定にあたり、当社グループの経営における重要事項については、執行役会議で審議のうえ、これを決定

し、その他の事項については、担当執行役の決裁権限及び各部門の所管事項を定めるとともに、子会社に委ねる決裁権限を明確にすることで、
当社グループの業務執行の決定及び執行を適正かつ効率的に行う体制を整備する。

（3） 執行役は、取締役会の定めた経営の基本方針（グループ中期経営計画、年度予算等）に基づき、子会社の経営管理を行い、これらの達成を

図る。また、執行役は、執行役会議及び中期経営計画、年度予算等の管理を通じ、子会社の経営上の重要事項が当社に報告される体制を整備
する。　

3. 執行役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（1） グループ企業行動憲章を当社グループにおけるコンプライアンスに関する基本規程とする。

（2） 財務報告の信頼性を確保するための内部統制を整備し、その適切な運用・管理にあたる。

（3） グループ・コンプライアンス推進規程その他の関連規則に基づき、コンプライアンスに関する推進体制、啓発・教育プログラム、監査・モニタリ

ング体制、ホットライン等の当社グループにおけるコンプライアンス推進プログラムを整備し、コンプライアンス推進統括執行役を置いて、その適切
な運用・管理にあたる。

4. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスク管理統括責任者を執行役社長とし、グループ・リスク管理基本規程その他の関連規則に基づき、当社グループの事業活動に伴う重大なリス
クの顕在化を防ぎ、万一リスクが顕在化した場合の損害を最小限にとどめるためのリスク管理システムを整備し、その適切な運用・管理にあたる。

5. 執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

グループの情報セキュリティポリシー、情報管理規則その他の関連規則に基づき、執行役会議議事録、稟議書その他執行役の職務の執行に係る
文書及び電磁的記録を保存・管理するとともに、執行役及び取締役がこれを閲覧できる体制を整備する。

6. 企業集団における業務の適正を確保するための体制

上記方針及びグループ経営規程その他の関連規則に基づき、当社グループの経営管理（経営目標の管理、重要事項に関する報告・承認、グ
ループ内部監査等）を行うとともに、コンプライアンス、リスク管理をはじめとするグループ内部統制方針・システムをグループ内で共有することを通
じて、当社グループにおける業務の適正を確保する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社グループでは、上記の内部統制システムの基本方針３（１）に記載のグループ企業行動憲章における「公正な事業慣行」の中で反社会的勢
力との関係断絶を掲げており、反社会的勢力による不当な要求に備え、対応統括部署である総務担当部署を中心として、関係行政機関等との密
接な連携のもと、反社会的勢力に関する情報の収集等を行い、グループ内での周知徹底を図るとともに必要な対応を行っています。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

　当社は、効率的かつ透明性の高いグループ経営を行い、経営資源の最適配分を通じて、競争力・収益力を高め、グループとして企業価値のさら
なる向上を図ることが、株主の皆様からの負託に応えることになるものと考えています。

　当社は、いわゆる「買収防衛策」を導入しておりませんが、当社グループの企業価値や株主共同の利益を毀損するおそれのある当社株式の大
量取得行為が行われる場合には、当社として適切と考えられる措置を講じていきます。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

　当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は、以下のとおりです。

１．情報開示に関する方針

当社は、当社の定める「情報開示方針」のもと、東京証券取引所が有価証券上場規程等において定める基準（以下、「適時開示基準」といいま
す。）、及び金融商品取引法第二十七条の三十六に定める重要情報（株主・投資家等の皆様の投資判断に影響を与える当社グループに係る決定
事実、発生事実、決算情報等の情報をいい、以下、「重要情報」といいます。）について、情報開示を行っています。

また、重要情報に該当しない情報であっても、株主・投資家の皆様にとって有用だと当社が判断した情報については、積極的な情報開示に努めて
います。

なお、開示に係る情報はコーポレートコミュニケーション室で一括管理し、コーポレートコミュニケーション室長を情報開示責任者と定めています。

２．適時開示体制の概要

（１）適時開示基準に基づき「適時開示が求められる会社情報」のうち「上場会社の決算情報」については、取締役会での決議又は執行役会議で
の審議・決定がなされた時点で当該事項の決定としており、決定後、コーポレートコミュニケーション室が適時開示を実施します。

（２）適時開示基準に基づき「適時開示が求められる会社情報」で「上場会社の決定事実」のうち、取締役会での決議又は執行役会議での審議・決
定を要する事案については、同決議又は審議・決定がなされた時点で当該事項の決定としています。伺書による承認を要する事案については、
同承認をもって当該事項の決定としています。いずれの場合も、コーポレートコミュニケーション室が適時開示事項にあたるか調査し、その結果をＩ
Ｒ担当役員へ報告するとともに、適時開示事項に該当する場合は、適時開示を実施します。

（３）適時開示基準に基づき「適時開示が求められる会社情報」のうち「上場会社の発生事実」については、関係部署が認識した時点で、コーポ
レートコミュニケーション室と連携して適時開示事項にあたるか調査を行い、必要に応じて取締役会又は執行役会議に報告します。コーポレートコ
ミュニケーション室は、調査の結果をＩＲ担当役員へ報告し、適時開示事項に該当する場合は、適時開示を実施します。

　なお、適時開示までの間における未公表の重要事実の取扱については、「内部者取引防止規則」を定め内部者取引の禁止を徹底しています。
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【経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名の方針】 

（執行役） 

指名委員会は、以下の基準を満たす人物を執行役候補として指名する。 

・所管各分野における豊富な経験と高い見識・専門性と洞察力、客観的かつ公平・公正な判

断力を有し、経営執行能力に優れていること 

・高い倫理観、遵法精神を有していること 

・執行役としての責務を果たすのに十分な健康状態であること 

また、執行役が上に掲げた基準のいずれかに著しく反する事実が生じた場合、取締役会はそ

の執行役を解任することができる。 

（取締役） 

指名委員会は、以下の基準を満たす人物を取締役候補として指名する。 

・指名委員会等設置会社における取締役の責務を果たすのに必要な高い見識と洞察力、客観

的かつ公平・公正な判断力を有していること 

・高い倫理観、遵法精神を有していること 

・取締役としての責務を果たすのに十分な健康状態であること 

・社外取締役については、別に定める独立性の基準を満たし、かつ、職務遂行のための十分

な時間が確保できること。加えて、社外取締役間の多様性が確保できること 

  



 

【取締役の選任理由】 

氏 名 
現在の当社における

地位及び担当 
選任理由 

ジョンマーク・

ギルソン 

取締役兼執行役社長 ジョンマーク・ギルソン氏は、欧米、アジアの化

学企業の経営者を歴任し、また、スペシャリテ

ィケミカル分野やライフサイエンス分野におい

て世界的視野を有しており、前職の Roquette社

では CEO としてポートフォリオ改革を果断に

実行して業績向上を達成するなど、豊富な経験

と高い見識を有しております。執行役社長とし

て当社グループのポートフォリオ改革の加速及

び持続的成長に向けた様々な施策を主導すると

ともに、取締役会における経営の基本方針の策

定及び経営に対する適切な監督への貢献が期待

できるため、選任しています。 

伊達 英文 取締役兼執行役常務 

報酬委員 

伊達英文氏は、当社グループの経理・財務部門

において、経営管理や会計・税務・資金業務等に

携わるなど、豊富な経験と高い見識を有してい

ます。また、執行役常務（最高財務責任者）とし

て当社の経営に携わっており、財務戦略の立案

や IR活動等を主導しています。取締役会では、

当社グループの財務戦略等に関し説明責任を果

たすことに加え、その専門性を活かした提言を

行っています。これらのことから、当社取締役

会における経営の基本方針の策定及び経営に対

する適切な監督への貢献が期待できるため、引

き続き選任しています。 

藤原 謙 取締役兼執行役常務 

指名委員 

藤原謙氏は、当社グループの法務部門において、

国際的なリスクマネジメントや M&A に携わる

など、豊富な経験と高い見識を有しています。

また、執行役常務（グループ・コンプライアンス

推進統括執行役）として当社の経営に携わって

おり、内部統制システムの構築やコンプライア

ンス体制の強化等を主導しています。取締役会

では、執行役として説明責任を果たすとともに、

リスクマネジメント、コーポレート・ガバナン

ス等に関する提言を行っています。これらのこ

とから、当社取締役会における経営の基本方針

の策定及び経営に対する適切な監督への貢献が

期待できるため、引き続き選任しています。 

  



 

氏 名 
現在の当社における

地位及び担当 
選任理由 

小林 喜光 取締役 小林喜光氏は、当社取締役社長、上場会社の社

外取締役等を歴任し、また、経済同友会代表幹

事、規制改革推進会議議長、経済産業省の「コー

ポレート・ガバナンス・システム研究会」、金融

庁の「スチュワードシップ・コード及びコーポ

レートガバナンス・コードのフォローアップ会

議」の委員を務めるなど、会社経営、コーポレー

ト・ガバナンス等に関する豊富な経験と高い見

識を有しています。こうした経験や見識を活か

して、取締役会の実効性向上に注力するととも

に、執行役を兼任しない社内取締役として適切

に経営を監督しています。これらのことから、

当社取締役会における経営の基本方針の策定及

び経営に対する適切な監督への貢献が期待でき

るため、引き続き選任しています。 

グレン・ 

フレデリクソン 

取締役 グレン・フレデリクソン氏は、米国の大学教授

を務めており、ポリマー化学の分野における国

際的権威として高い見識を備えるとともに、グ

ローバル企業のコンサルタントとしても豊富な

経験を有しています。また、執行役を兼任しな

い社内取締役として適切に経営を監督するとと

もに、最先端技術分野等に関する提言を行って

います。これらのことから、当社取締役会にお

ける経営の基本方針の策定及び経営に対する適

切な監督への貢献が期待できるため、引き続き

選任しています。 

小林  茂 取締役 

監査委員 

小林茂氏は、当社グループの機能商品分野及び

素材分野の事業に携わり、海外グループ会社の

社長を歴任するなど、豊富な経験と高い見識を

有しています。また、社内出身の常勤監査委員

として、当社グループの事業に関する深い理解

や経営経験を活かし、内部統制システムの運用

状況を把握するとともに定期的に監査委員会で

情報を共有する等、主に監査の実効性を確保す

ることを通じて経営を監督しています。これら

のことから、当社取締役会における経営の基本

方針の策定及び経営に対する適切な監督への貢

献が期待できるため、引き続き選任しています。 

  



 

氏 名 
現在の当社における

地位及び担当 
選任理由 

片山 博史 取締役 

監査委員 

片山博史氏は、当社グループの総務・法務、人

事、内部統制推進部門を経て、三菱ケミカル㈱

において常務執行役員としてその経営に携わる

など、豊富な経験と高い見識を有しています。

また、社内出身の常勤監査委員として、コーポ

レート・ガバナンス及びリスクマネジメントに

関する深い理解や経験を活かし、内部統制シス

テムの運用状況を把握するとともに定期的に監

査委員会で情報を共有する等、主に監査の実効

性を確保することを通じて経営を監督していま

す。これらのことから、当社取締役会における

経営の基本方針の策定及び経営に対する適切な

監督への貢献が期待できるため、引き続き選任

しています。 

橋本 孝之 社外取締役 

独立役員 

筆頭独立社外取締役 

指名委員 

報酬委員 

 

橋本孝之氏は、情報システムに関する製品・サ

ービスを提供するグローバル企業の日本法人で

社長、会長を歴任するなど、会社経営の豊富な

経験とデジタルビジネスに関する高い見識を有

しています。取締役会では、グローバル経営、事

業ポートフォリオ戦略、リスクマネジメント等

に関し有益な提言をいただくとともに、経営全

般を独立かつ公平な立場から監督いただいてい

ます。また、指名委員長として、経営陣のサクセ

ッション・プラン及び取締役、執行役等の候補

者の指名について、公正で透明性の高い決定に

主導的な役割を果たしており、特に 2020 年度

においては次期執行役社長の指名に尽力されま

した。これらのことから、当社取締役会におけ

る経営の基本方針の策定及び経営に対する適切

な監督への貢献が期待できるため、引き続き選

任しています。 

 

  



 

氏 名 
現在の当社における

地位及び担当 
選任理由 

程 近智 社外取締役 

独立役員 

指名委員 

報酬委員 

 

程近智氏は、経営コンサルティング及び ITサー

ビスを提供するグローバル企業の日本法人で社

長、会長を歴任するなど、会社経営の豊富な経

験と経営ノウハウに関する高い見識を有してい

ます。取締役会では、グローバル経営、ポートフ

ォリオマネジメント、ESG視点からの企業価値

向上等に関し有益な提言をいただくとともに、

経営全般を独立かつ公平な立場から監督いただ

いています。また、報酬委員長として、取締役及

び執行役の報酬制度の設計及び運用について、

公正で透明性の高い決定に主導的な役割を果た

しています。これらのことから、当社取締役会

における経営の基本方針の策定及び経営に対す

る適切な監督への貢献が期待できるため、引き

続き選任しています。 

菊池 きよみ 社外取締役 

独立役員 

指名委員 

監査委員 

菊池きよみ氏は、企業法務を専門とする弁護士

としての高い見識に加え、金融機関における勤

務など豊富な経験を有しています。取締役会で

は、取締役会の役割や責務、リスク評価、グロー

バルガバナンス等に関し有益な提言をいただく

とともに、経営全般を独立かつ公平な立場から

監督いただいています。また、指名委員及び監

査委員として、当社のコーポレート・ガバナン

スの実効性の確保に貢献いただいています。こ

れらのことから、当社取締役会における経営の

基本方針の策定及び経営に対する適切な監督へ

の貢献が期待できるため、引き続き選任してい

ます。なお、菊池きよみ氏は、社外役員以外の方

法で会社経営に関与したことがありませんが、

上記の理由により、当社の社外取締役としての

職務を適切に遂行していただけるものと判断し

ています。 

 

  



 

氏 名 
現在の当社における

地位及び担当 
選任理由 

山田 辰己 社外取締役 

独立役員 

監査委員 

報酬委員 

山田辰己氏は、公認会計士としての豊富な経験

に加え、国際会計の専門家として高い見識を有

しています。取締役会では、財務・会計、開示の

あり方、市場評価等に関し有益な提言をいただ

くとともに、経営全般を独立かつ公平な立場か

ら監督いただいております。また、監査委員及

び報酬委員として、当社のコーポレート・ガバ

ナンスの実効性の確保に貢献いただいておりま

す。これらのことから、当社取締役会における

経営の基本方針の策定及び経営に対する適切な

監督への貢献が期待できるため、引き続き選任

しています。なお、山田辰己氏は、社外役員以外

の方法で会社経営に関与したことがありません

が、上記の理由により、当社の社外取締役とし

ての職務を適切に遂行していただけるものと判

断しています。 

政井 貴子 社外取締役 

独立役員 

指名委員 

監査委員 

政井貴子氏は、外資系を含む複数の銀行におい

て、金融商品・サービスを提供する部門や経済

情勢を調査する部門の責任者を歴任し、日本銀

行の政策委員会審議委員を務めるなど、金融・

経済情勢の分析や金融政策の運営に関する豊富

な経験と高い見識を有しています。こうした経

験や見識を活かして、独立社外取締役として、

主にファイナンスや市場リスクマネジメントの

観点から、当社取締役会における経営の基本方

針の策定及び経営に対する適切な監督への貢献

が期待できるため、新たに選任しています。 

 

  



 

【執行役の選任理由】 

氏 名 

現在の当社に

おける地位 

及び担当 

選任理由 

ジョンマーク・

ギルソン 

執行役社長 ジョンマーク・ギルソン氏は、欧米化学企業の経営者を

歴任し、また、スペシャリティケミカル分野やライフサ

イエンス分野において世界的視野を有しており、前職の

Roquette 社では CEO としてポートフォリオ・トラン

スフォーメーションを果断に実行して業績向上を達成

してきた実績があります。加えて、戦略を正しく設定し、

全てのステークホルダーに明確なメッセージとして発

信していくことが企業価値の向上につながることを理

解していることから、当社がポートフォリオ・トランス

フォーションを加速し、社会課題の解決をグローバルに

主導することにより持続的に成長するという目指すべ

き姿を実現する上で、執行役社長に適任であると判断し

ております。 

池川 喜洋 執行役常務 池川喜洋氏は、長年にわたり当社グループの経営に従事

し、特に、素材分野の事業における豊富な経験や高い見

識を有していることから、当社の経営戦略、生産技術、

マーケティング＆ブランディングの統括に相応しい人

物と判断しています。 

ラリー・ 

マイクスナー 

執行役常務 ラリー・マイクスナー氏は、海外企業の役員を務めるな

ど、会社経営の豊富な経験を有するとともに、ICTに関

する高い見識、及びビックデータや IoTを活用した事業

改革の経験を有していることから、先端技術の探索や新

規事業の創出を推進する先端技術・事業開発の統括に相

応しい人物であると判断しています。 

伊達 英文 執行役常務 伊達英文氏は、長年にわたり当社グループの経営に従事

し、特に、経理、財務分野における豊富な経験や高い見

識を有していることから、当社の経営管理、情報システ

ム、IRの統括に相応しい人物であると判断しています。 

藤原 謙 執行役常務 藤原謙氏は、長年にわたり当社グループの経営に従事

し、特に、法務、総務分野における豊富な経験や高い見

識を有していることから、当社のコーポレート・セクレ

タリー、法務、総務、人事、内部統制、海外統括会社の

統括に相応しい人物であると判断しています。 

羽深 成樹 執行役 羽深成樹氏は、長年にわたり財務省や内閣府等に務める

など、行政官としての豊富な経験と金融行政に関する高

い見識を有していることから、当社の政策・渉外、広報

の統括に相応しい人物であると判断しています。 

  



 

2021 年６月 11 日 

㈱三菱ケミカルホールディングス 

 

2020 年度 当社取締役会の実効性評価結果の概要について 

 

１．取締役会の実効性評価の実施 

当社は、「三菱ケミカルホールディングス・コーポレートガバナンス基本方針」において、取締

役会は毎年その実効性を評価し、結果の概要を開示すると定めております。2020 年度

の取締役会の実効性評価の方法及び結果の概要は、以下のとおりです。 

 

２．評価方法・プロセス 

2020 年度における、取締役会の実効性評価の具体的な評価方法・プロセスは以下のと

おりです。 

ⅰ）2021 年 3 月から 4 月にかけて、第三者機関（㈱ボードアドバイザーズ）による評

価を実施。評価手法は、取締役会、執行役会議及び指名・監査・報酬の各委員

会の議事録の閲覧、取締役会議長を含む全取締役を対象とした以下の項目によ

るアンケート調査（各項目を５段階で評価するほか、コメントを記載する形式）、

取締役１人当たり約１時間のインタビュー並びに第三者機関の専門的知見に基

づく評価。 

➢ 全体評価 

➢ 昨年度指摘事項への対応 

➢ 取締役会の構成 

➢ 取締役会の事前準備、サポート体制 

➢ 取締役会における議論 

➢ 取締役の貢献 

➢ 各委員会のあり方 

➢ 執行のモニタリング態勢 

ⅱ）第三者機関による取締役会の実効性評価結果の取締役会への報告及び当該報

告に基づく今後の課題・取り組み内容についての取締役会における議論（2021

年 5 月） 

ⅲ）取締役会議長が、今後の課題・取り組み内容について、取締役会における議論も

踏まえた結果を取締役会に報告（2021 年 6 月） 

 

３．評価結果の概要及び今後の取り組みについて 

（１）評価結果の概要 

第三者機関による取締役会の実効性評価結果の概要は以下のとおりです。 

ⅰ）取締役会の実効性は、指名委員会等設置会社の機関設計を採用する等、形

式面では確保されているものの、実質面では幾つかの重要な課題が存在すること

が明らかになった。 



 

➢ 多数の取締役から、持株会社取締役会としての実効性が十分確保されてい

ない状況が指摘され、取締役会の役割を明確化の上、アジェンダを見直す必

要性が指摘された。 

ⅱ）昨年度指摘事項への対応は、改善した項目がある一方で、持株会社の役割議

論・取締役会資料の事前送付などにつき、社外取締役から厳しい指摘がなされ、

課題への対応が未だ十分ではないものがあることが判明した。 

ⅲ）当社の企業価値向上を外部から招聘した新社長に託す上で、その監督を担う取

締役会の実効性向上は極めて重要かつ喫緊の課題であるため、以下の４つの課

題への対応が期待される。 

➢ 取締役会の役割再定義とアジェンダ見直し 

➢ 取締役のリーダーシップ発揮 

➢ 取締役会構成の見直し 

➢ 指名機能の更なる強化 

 

（２）今後の取り組みについて 

上記の評価結果及び取締役会における議論も踏まえ、以下の課題に取り組むこととし、そ

の内容は以下のとおりです。 

   ⅰ）取締役会の役割とアジェンダ見直し 

➢ 取締役会の役割・機能整理とアジェンダの見直し 

➢ 業務執行状況の KPI によるモニタリング   

➢ 取締役全員が執行の実効的監督の観点で役割を果たすとの意識の向上  

   ⅱ）取締役会構成の見直し 

➢ 新社長の職務執行状況を監督する取締役会が果たすべき役割を踏まえたス

キルマトリックスの議論・整備 

➢ 社内外の取締役の比率の見直し   

ⅲ）指名機能の更なる強化 

➢ 経営者サクセッションプランの整備と有望な人材の早期発掘、把握 

      

４．前回の実効性評価を受けた取り組み 

2019 年度の実効性評価結果及び各取締役からの指摘を踏まえ、以下の取り組みを実

施しました。 

ⅰ）取締役会で重点的に議論すべきテーマ 

➢ 取締役会において、「取締役会の役割・機能について」、「次期中期経営計画」

を議題として議論を行いました。 

ⅱ）議論の充実に向けた環境の整備 

➢ 取締役会のリモート開催の一層の活用に向けたインフラストラクチャーの整備・運

営の改善を行いました。 

➢ 取締役会当日の議案説明の効率化を図るとともに、説明と質疑応答の時間配

分の見直しを行いました。 

 



 

当社は、今回の取締役会の実効性評価結果及び各取締役からの様々な提言を踏まえ、

引き続き取締役会の実効性向上に取り組んでいきます。 

 

以 上 

 


